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各エリアの主な地域における現況分析と新たなルールの考え方

■拠点型：センタービレッジ地区

● 現況

・ スキー場周辺における宿泊集客機能としては、建ぺい率・容積率・高さなどは適当な規模と考えられる。

・ 中高層の建築物が多いため、敷地面積も比較的広めに確保されている。

○ ルールの考え方

・ 集客機能におけるボリュームについては概ね適正と考えられる。

→ 建ぺい率・容積率、高さなど【変更なし】

・ 現状、400～500㎡の敷地面積がほとんどである。

→ 最低敷地面積【設定】 ※３３０㎡以上を目安

・ 芝の空間、アクセントとなる樹木の配置など、建築物のボリュームや配置に影響しない程度の緑化を図る

→ 緑化率【設定】 ※５～１０％程度

・ 駐車場、賑わいを創出するオープンスペースの確保と設え方の検討

■低層型：ペンションビレッジ

● 現況

・ ３３０㎡以下の敷地面積が見られ、そのような場所は建物が密集し、道路後退や隣地後退、駐車場や堆雪

スペースなどの確保が不十分なところが目立つ。

・ 道路と建物の間に駐車場のみが設置され、緑が無く、無機質な印象がある。

○ ルールの考え方

・ エリア全体にゆとりを持たせると同時に、各敷地においても、駐車・堆雪・緑化のスペースをしっかりと確保

することで、質の高い滞在環境の創出につなげることが大切である。

→ 最低敷地面積【設定】 ※３３０㎡以上を目安

・ 駐車・堆雪・緑化のスペースをしっかりと確保して質を高めるには、建ぺい率を山田Ⅰ地区などと同じ、建

ぺい率４０％に引き下げることが理想。

・ 建ぺい率を引き下げないまでも、最低敷地面積の導入によって必然的に建物周りの面積がある程度確保

されるという考え方もある。

・ ペンションビレッジ地区特有の「道路幅が狭く、間口も狭い空間に車が止まっている環境は景観上好ましく

ない」という視点に立ち、建物内に駐車スペースを入れる（ピロティ構造含む）ルールにすることで、必要な

建築面積、床面積の確保の観点から、従前の建ぺい率・容積率を維持する考え方もある。

→ 建ぺい率【強化 or 維持】 容積率【維持】

・ 高さについても、建物内の駐車スペース確保を目的として、１層分程度の緩和が考えられる。高さのシミュ

レーションを参考に要検討。

→ 高さ【緩和 or 維持】

・ 敷地内に緑を確保することがエリアの価値を高めていくことにつながることから、緑化率を設けるとともに、

特に道路に面しての配置、既存木の保存に対してのボーナス（緑地の面積換算）も考えられる。

→ 緑化率【設定】 ※５～１０％程度を目安
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■保全維持型：山田Ⅰ奥 泉郷

● 現況

・ 勾配屋根の戸建て型の建物が建ち並び、敷地もややゆとりを持たせた雰囲気のため、落ち着いた良好な

景観を創出している。

○ ルールの考え方

・ 勾配屋根のため現状の最低敷地面積 330㎡では充分な落雪飛距離が確保できない事案があり、敷地

にゆとりを持たせた土地利用の誘導が求められる。

→ 最低敷地面積【３３０㎡ → 強化】 ※５００㎡程度を目安

・ 戸建て型が多い街並みであり、大部分が容積率 100％以下とみられる。引き続き、落ち着きのある別荘

地としての良好な滞在環境求められる。

→ 容積率【２００％ → 強化】 ※１００％程度を目安

・ 敷地内に緑を積極的に確保することがエリアの価値を高めていくことにつながることから、緑化率を設け

るとともに、特に道路に面しての配置、既存木の保存に対してのインセンティブ（緑地の面積換算）も考え

られる。

→ 緑化率【設定】 ※１０～２０％程度を目安

■保全型：岩尾別・旭・花園保全地区

● 現況

・ 大部分が農地・森林で構成されている。

・ 現在、最低敷地面積が330㎡の地域あり。現状のルールだと、低層型のエリアと同じような景観にもなり

える。

○ ルールの考え方

・ 自然環境を第一に考えた土地利用として、“森林法の開発行為”を基本とした、周辺の自然環境と一体と

なったルールが求められる。

※ 森林法の開発行為における「別荘地の造成」に係るルール

・事業区域内の残置森林率 ６０％以上（周囲に概ね３０ｍ以上の残置森林の幅）

・１区画概ね 1,000 ㎡以上

・建築敷等の面積が区画のおおむね 30%以下

・ ニセコひらふ地区において、新たなルールイメージによるベッド数シミュレーションでも観光地マスタープ

ランで掲げる目安１８，０００ベッドを上回ることも考えられることから、自然環境を大切にしたリゾート地全

体の質を維持・高めるためにも建築ボリューム、宿泊施設のボリュームを抑えたルールが求められる。

・ 現在の最低敷地面積では、団地の様な土地利用も可能であり、望ましくない土地利用も想定される。

・ 緑豊かな景観を守るためにも、森に埋もれた宿泊施設のイメージが理想である。容積率の強化も考えら

れる。シミュレーションによる検討

→ 最低敷地面積【３３０㎡以上 → 強化】 ※森林法の開発行為をベースに 1,000 ㎡を目安

建ぺい率【４０％ → 強化】 ※森林法の開発行為をベースに３０％を目安

容積率【２００％ → 強化】 ※200％未満の設定は、１００％、８０％、５０％の中から選定

緑化率【設定】 ※森林法の開発行為をベースに５０％を目安

宿泊用途【床面積の制限】 ※周辺の宿泊施設の状況を踏まえ 1,000 ㎡を目安
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■ その他の課題

○ 準都市計画拡大エリアについて

・ 今回のベッド数シミュレーションを踏まえ、リゾート施設としての開発エリアは抑える必要があり、現在の硫

黄川・尻別川で境界を定めている景観地区の外側については、リゾート施設は原則として行わないように

すべきと考えており、住民の暮らし・産業を基本に据えた土地利用が求められる。

・ そのため、宿泊施設については基本的には禁止の方向で検討するが、住宅と併用したゲストハウスなど、

生活実態を伴うものについては認められるような運用を検討したい。

○ 建築物等の高さについて

・ 造成行為によって、敷地内の地盤面を大きく変えることができ、新たな地盤面からの高さが算定基礎とな

ることから、恣意的な盛土による高さの確保も事例としてはある。景観の観点からは、不揃いの高さによる

まちなみは望まないことから、例えば、従前の建築物が敷地に接する最下点から高さに加え、敷地が接する

道路からの高さも算定要素に含め、いずれか低い方を高さの算定基準に入れることも考えられる。

○ 開発区域内の設置される機械設備等について

・ これまで明確なルールは無かったが、公道に面する位置に設置されるケースも見受けられることから、景観

への配慮について、設備棟のような建物に納めるか、公道から見えない位置への配置等のルールの明確

化が考えられる。

○ 建築物に付属する機械設備等について

・ 防火等の安全上の課題もあるが、景観に影響を及ぼす大型の設備については、建物内に納めることが望

ましいと考えており、外に設置する場合には外観への配慮が求められる。また、屋上に設置するケースも

多々見受けられるが、建築物の高さ制限を課している地域であることから、眺望景観の観点から屋上設置

に係るあり方も検討要素としてある。


